
74

 て の の 税の 税（ て の 税） 

  

        平成27年 １日から平成31年３月3 までの間に、 20 5 りま

す 下この６において「受贈者」といいます。）が 子 て )に るため、

等との一定の き、受贈者 。 この６におい

て「贈与者」といいます。）から 、 る贈与により取得

した を 等に した場合又は よる贈与により取得した 等で 会 等

こ 等の価額のうち1,000

は、 を て

税 とにより贈与 税となります。  
間中に贈与者が死亡した場合には、死亡日にお 税 額（ ） 子

額（注３） に際 ついては、300 とします。）を

除した 額 下この６において「管理 額」といいます。）を、贈与者から相続等により

取得したこととされます。 
その後、受贈者が に するな により、 て に係る が した場合

課税 額から 子 額 額

除します。）した があるときは、そ 額はそ が た日の 年に贈与

があったこととされます。   
(注）1 とは、次の(1)及び(2)に います  

(1)  う次のような （300 ます。 

           代 用 の１年前の日 れるもの）  

、 用 間 れるもの  

(2)  に要する次の をいいます  

に  

ん 用  

子の ー を  

2  税 とは、 の

を受けるものと れ 計 1,000 とします。）をい

います。 

3  とは、 業所等において、 の事実を

） の が確認され、かつ、 れ 額を

合計した 額をいいます。 

詳しくは、 ジ .nta.go.jp ます

与を受けた場合の贈与税 まし」を

さい。 

なお、 て 等の については、 ー ージ

.cao.go.jp る されてい

ます。） ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 の の  
 

   「 子 て 税」の特例の 用を るた には、 のような 続を え よいの す 。 

  子 て の に

子 等

の （ 等 いい

に の 贈者の納税地の 税 に提 しな れ な ま 。 また、 ・ て 課税申告

関の 等に された場合には、その された にその 者の納税地の

に提 された の されます。  

な 期限ま に ・ て 税申 の ない場合には、「 ・ て の 課

税」の特例の 用 る は ま 。  

（注）  ・子 て は、 関の 等を経 して提 しな な ま 。 

した て、 限ま に てい く は ま 。  


